




【参考】平成29年3月期の個別業績予想（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

百万円  　％ 百万円  　％ 百万円  　％ 百万円  　％ 円　銭 

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
　　詳細は、【添付資料】P.6「5.通期業績予想」をご覧ください。
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Ⅰ．当四半期決算に関する定性的情報

1．連結業績概要 （平成 28 年 4 月 1 日～平成 28年 9月 30 日） 

売上高(営業収益)は，「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の交付金や賦課金の

増加および販売電力量の増加はあったものの，燃料費調整制度の影響により電気料金収入

が減少したことなどから，5,949 億円と前年同期に比べ257億円の減収となりました。 

営業費用は，「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の納付金などの増加   

はありましたが，燃料価格の低下による原料費の減少や，修繕費の減少に加え，    

経営全般の効率化に努めたことなどにより，5,574 億円と前年同期に比べ 341 億円の

減少となりました。   

この結果，営業利益は 375 億円と，前年同期に比べ 83 億円の増益となりました。 

支払利息などの営業外損益を加えた経常利益は 308 億円となり，前年同期に比べ 

71 億円の増益となりました。 

渇水準備金および原子力発電工事償却準備金を引き当て，法人税などを控除した 

親会社株主に帰属する四半期純利益では 223 億円となり，前年同期に比べ 15 億円の 

増益となりました。 

（単位：億円，未満切捨） 

区   分 当第2四半期 前年同期 差  引 増減率 

売 上 高 5,949 6,207 △257 △4.2%

営 業 利 益 375 291 83 28.6%

経 常 利 益 308 237 71 30.3%

親会社株主に帰属する
四 半 期 純 利 益

223 208 15 7.3%

（参考）中国電力個別決算                （単位：億円，未満切捨）

区   分 当第2四半期 前年同期 差  引 増減率 

売 上 高 5,580 5,814 △234 △4.0% 

営 業 利 益 360 237 122 51.6% 

経 常 利 益 324 223 101 45.3% 

四 半 期 純 利 益 243 189 53 28.4% 

中間配当につきましては，これまで未定としておりましたが，1株につき 25 円とする 

こととしました。
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2．収支諸元（中国電力個別） 

 販売電力量

当第 2 四半期の販売電力量は 282.5 億 kWh と，前年同期に比べ 1.6％の増加となりました。 

電灯は，夏季の気温が高めに推移したことによる冷房需要の増加などから，前年同期

を上回りました。 

産業用の大口電力は，鉄鋼や機械が増加したことなどから，前年同期を上回りました。 

    （単位：億kWh） 

区    分 当第2四半期 前年同期 差 引 増減率 

低 圧 

電   灯 82.7 79.9 2.8 3.4% 

電   力 10.9 10.7 0.2 2.5% 

計 93.6 90.6 3.0 3.3% 

高 圧・ 

特別高圧 

業 務 用 53.2 53.5 △ 0.3 △ 0.7% 

産 業 用 135.7 133.9 1.8 1.3% 

（大口再掲） （114.8） （112.4） （2.4） （2.1%）

計 188.9 187.4 1.5 0.8% 

合       計 282.5 278.0 4.5 1.6% 

 発受電電力量

自社の水力発電は，前年同期に比べ出水増により増加しました。

自社の火力発電は，補修量の減少などにより増加しました。

融通・他社受電は，他社発電所の補修量の増加などにより減少しました。

（単位：億kWh） 

区    分 当第2四半期 前年同期 差 引 増減率 

自

社

（出水率） （105.2%） （99.6%） （5.6%） 

 水 力 20.0 18.2 1.8  10.3% 

 火 力 172.0 166.9 5.1 3.0% 

（設備利用率） （ － ） （ － ） （ － ） 

 原 子 力 － － － － 

 新エネルギー等 0.0 0.0  △ 0.0  △ 1.2% 

 計  192.0  185.1 6.9 3.7% 

融通・他社受電  116.4  117.3  △ 0.9 △ 0.8% 

揚  水  動  力 △ 4.2 △ 3.5 △ 0.7 18.9% 

合      計 304.2 298.9 5.3 1.8% 

（注）島根原子力発電所 2号機は平成 24 年 1 月から運転を停止しています。 
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3．連結収支概要
（単位：億円，未満切捨）

（注）・〔 〕内は，中国電力個別決算の数値を記載しています。 

・「原子力バックエンド費用」は，使用済燃料再処理等費，使用済燃料再処理等準備費， 

特定放射性廃棄物処分費，原子力発電施設解体費の総額を記載しています。 

区     分 当第2四半期 前年同期 
（増減率）
差 引 

摘     要 

売

上

高

電

気

事

業

電 気 料 金 収 入 
（△6.7%）

燃料費調整制度の影響ほか 

「再生可能エネルギーの固定
価格買取制度」の交付金の 
増ほか 

4,532 4,859  △ 326

そ の 他 
（ 23.3%）

958 777 181

計 
（△2.6%）

5,491 5,636 △  144

そ の 他 の 事 業 930 1,191 △  261

連 結 処 理 △ 472 △ 620 148

計 
〔5,580〕 〔5,814〕 〔△234〕 

5,949 6,207 △  257

営 業 外 収 益 64 93 △   28

経 常 収 益  合 計 6,014 6,300 △  285

営

業

費

用

電

気

事

業

人 件 費 507 501 5

燃料価格の低下による減 

ほか 

「再生可能エネルギーの固定

価格買取制度」の納付金の 

増ほか 

原

料

費

燃 料 費 784 1,247 △  462

他社購入ほか 1,576 1,484 91

計 2,361 2,732 △  371

修 繕 費 449 492 △  43

減 価 償 却 費 458 464 △    6

原 子 力 バ ッ ク 
エ ン ド 費 用 

26 27 △    0

そ の 他 1,333 1,185 147

計 
（△5.0%）

5,135 5,403 △  268

そ の 他 の 事 業 908 1,125 △  217

連 結 処 理 △ 469 △ 614 144

計 
（△5.8%）

5,574 5,915 △  341

〔 支 払 利 息 〕 〔103〕 〔109〕 〔△6〕 

営 業 外 費 用 131 148 △   16

経 常 費 用  合 計 5,705 6,063 △  357

営 業 利 益 
〔360〕 〔237〕 〔122〕 

関係会社株式売却益の減 

375 291 83

経 常 利 益 
〔324〕 〔223〕 〔101〕 

308 237 71

 渇 水 準 備 金 1 △   9    11

原 子 力 発 電 工 事 
償 却 準 備 金 

8 5 2

 特 別 利 益 － 58 △  58

 法 人 税 ほ か 74 90 △  15

親会社株主に帰属する 

四 半 期 純 利 益 

〔243〕 〔189〕 〔53〕 

223 208   15
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4．セグメント情報

（単位：億円，未満切捨） 

区     分 電気事業 
総合ｴﾈﾙｷﾞｰ 
供給事業 

情報通信事業 

売 上 高 

当第2四半期 5,491 153 185

前 年 同 期 5,636 232 190

差 引 △ 144 △ 78 △ 4

営業費用 

当第2四半期 5,135 140 174

前 年 同 期 5,403 209 169

差 引 △ 268 △ 69 4

営業利益  

当第2四半期 355 12 10

前 年 同 期 232 22 20

差 引 123 △ 9 △ 9

 電気事業

売上高（営業収益）は，「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の交付金や賦課金

の増加および販売電力量の増加はあったものの，燃料費調整制度の影響により電気料金 

収入が減少したことなどから，5,491 億円と前年同期に比べ 144 億円の減収となりました。 

営業費用は，「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の納付金などの増加はありま

したが，燃料価格の低下による原料費の減少や，修繕費の減少に加え，経営全般の効率化

に努めたことなどにより，5,135 億円と前年同期に比べ 268 億円の減少となりました。   

この結果，営業利益は 355 億円となり，前年同期に比べ 123 億円の増益となりました。 

 総合エネルギー供給事業

売上高(営業収益)は，ＬＮＧ販売事業収入が減少したことなどから，153億円と前年同期

に比べ 78 億円の減収となりました。 

営業費用は，燃料価格が低下したことなどから，140 億円と前年同期に比べ 69 億円の減少

となりました。 

この結果，営業利益は 12 億円となり，前年同期に比べ 9億円の減益となりました。  

 情報通信事業

売上高(営業収益)は，情報関係事業収入が減少したことなどから，185 億円と前年同期

に比べ 4億円の減収となりました。 

営業費用は，委託費の増加などから，174 億円と前年同期に比べ 4 億円の増加となり  

ました。 

この結果，営業利益は 10 億円となり，前年同期に比べ 9億円の減益となりました。 
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5．通期業績予想 

前年度に比べ，売上高（営業収益）については，為替レートの円高に伴う燃料費調整額の

減少等による電気料金収入の減少などから，連結・個別ともに減収を見込んでいます。

利益については，経営全般の効率化に加え，コスト優位性のある石炭火力発電の増による

原料費の減少はあるものの，至近の燃料価格が上昇傾向にあり燃料費調整制度の期ずれ影響

が悪化することなどから，連結・個別ともに減益を見込んでいます。

【連結業績予想】 （単位：億円） 

区  分 今回予想（対前年増減率） 27年度実績 
【参考】前回予想

（平成28年 7月）

売 上 高 11,930 （ △ 3.1% ） 12,315 11,850

営 業 利 益 310 （ △38.0% ） 500 － 

経 常 利 益 190 （ △51.6% ） 392 － 

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 110 （ △59.4% ） 271 － 

【個別業績予想】 （単位：億円） 

区  分 今回予想（対前年増減率） 27年度実績 
【参考】前回予想

（平成28年 7月）

売 上 高 11,140 （ △ 3.2% ） 11,505 11,050

営 業 利 益 270 （ △31.9% ） 396 － 

経 常 利 益 170 （ △45.8% ） 313 － 

当 期 純 利 益 100 （ △52.4% ） 210 － 

 前提となる主要諸元（中国電力個別）

項  目 今回予想 27 年度実績 
【参考】前回予想

（平成28年 7月）

販 売 電 力 量 571 億 kWh 567.2 億 kWh     574 億 kWh 

為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ） 105 円／＄   120 円／＄     106 円／＄ 

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 47 ＄／ｂ 48.7 ＄／ｂ      48 ＄／ｂ 

原 子 力 設 備 利 用 率 － － 未定 

 主要諸元の変動影響額（中国電力個別）

項  目 変動幅 今回予想 

為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ） 1 円／＄ 22 億円 

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格 1 ＄／ｂ 22 億円 

原子 力設備利 用率 1 ％ 5 億円 
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6．連結財政状態 

資産は，電気事業固定資産の減価償却の進行はありましたが，島根原子力発電所の安全

対策工事などにより固定資産仮勘定が増加したことなどから，前年度末に比べ 2億円増加

し，3兆 712 億円となりました。 

負債は，未払金が減少したことなどから，前年度末に比べ111億円減少し，2兆4,512億円と

なりました。 

純資産は，配当金の支払いなどによる減少はあったものの，親会社株主に帰属する  

四半期純利益の計上などから，前年度末に比べ114億円増加し，6,199億円となりました。 

この結果，自己資本比率は，20.1％となりました。 

7．対処すべき課題 

当第2四半期連結累計期間において，前事業年度の有価証券報告書に記載した対処すべ

き課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

なお，平成28年7月4日に，原子力規制委員会へ島根原子力発電所1号機の廃止措置計画

認可申請を行いました。今後も安全確保を最優先に，廃止措置に責任を持って取り組んで

まいります。

Ⅱ．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

1. 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。

2. 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の計算

税引前四半期純利益に見積実効税率を乗じるなど簡便な方法により算定しております。

3. 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。
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Ⅲ．四半期連結財務諸表

１．四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

固定資産 2,752,386 2,755,706

電気事業固定資産 1,334,125 1,314,597

水力発電設備 123,009 120,720

汽力発電設備 187,162 184,390

原子力発電設備 88,989 87,721

送電設備 322,698 314,492

変電設備 143,580 142,063

配電設備 362,013 361,957

業務設備 80,660 77,976

休止設備 21,350 20,741

その他の電気事業固定資産 4,661 4,533

その他の固定資産 117,891 125,236

固定資産仮勘定 728,322 741,645

建設仮勘定及び除却仮勘定 714,840 730,466

原子力廃止関連仮勘定 13,481 11,178

核燃料 158,576 158,048

装荷核燃料及び加工中等核燃料 158,576 158,048

投資その他の資産 413,470 416,179

長期投資 116,429 121,587

使用済燃料再処理等積立金 46,057 39,705

退職給付に係る資産 42,369 43,274

繰延税金資産 66,627 67,018

その他 142,164 144,783

貸倒引当金（貸方） △177 △191

流動資産 318,561 315,505

現金及び預金 133,485 85,407

受取手形及び売掛金 93,747 113,990

たな卸資産 55,076 55,289

繰延税金資産 9,454 9,517

その他 27,384 51,830

貸倒引当金（貸方） △586 △529

合計 3,070,948 3,071,212
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債及び純資産の部

固定負債 1,853,511 1,790,869

社債 834,994 779,996

長期借入金 792,207 789,649

使用済燃料再処理等引当金 54,485 49,937

使用済燃料再処理等準備引当金 7,761 7,916

退職給付に係る負債 71,503 70,371

資産除去債務 75,736 76,586

その他 16,823 16,410

流動負債 530,910 581,341

1年以内に期限到来の固定負債 233,973 302,172

短期借入金 71,305 69,451

コマーシャル・ペーパー － 10,000

支払手形及び買掛金 45,283 51,661

未払税金 23,856 19,396

その他 156,492 128,658

特別法上の引当金 77,991 79,010

渇水準備引当金 435 634

原子力発電工事償却準備引当金 77,555 78,376

負債合計 2,462,413 2,451,221

株主資本 581,320 594,630

資本金 185,527 185,527

資本剰余金 17,103 17,102

利益剰余金 393,859 407,176

自己株式 △15,169 △15,174

その他の包括利益累計額 23,043 21,334

その他有価証券評価差額金 20,448 19,558

繰延ヘッジ損益 △448 358

為替換算調整勘定 △304 △980

退職給付に係る調整累計額 3,347 2,398

非支配株主持分 4,170 4,025

純資産合計 608,535 619,990

合計 3,070,948 3,071,212

中国電力㈱（9504）平成29年3月期　第2四半期決算短信

- 9 -



２．四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

営業収益 620,743 594,972

電気事業営業収益 562,849 548,496

その他事業営業収益 57,893 46,475

営業費用 591,550 557,431

電気事業営業費用 537,729 511,353

その他事業営業費用 53,820 46,077

営業利益 29,192 37,541

営業外収益 9,319 6,496

受取配当金 1,022 735

受取利息 580 341

持分法による投資利益 3,329 868

その他 4,386 4,550

営業外費用 14,809 13,155

支払利息 11,240 10,615

その他 3,569 2,540

四半期経常収益合計 630,062 601,468

四半期経常費用合計 606,359 570,586

経常利益 23,702 30,882

渇水準備金引当又は取崩し △934 199

渇水準備金引当 － 199

渇水準備引当金取崩し（貸方） △934 －

原子力発電工事償却準備金引当又は取崩し 566 820

原子力発電工事償却準備金引当 566 820

特別利益 5,834 －

関係会社株式売却益 5,834 －

税金等調整前四半期純利益 29,905 29,862

法人税、住民税及び事業税 7,874 7,734

法人税等調整額 1,159 △106

法人税等合計 9,034 7,627

四半期純利益 20,871 22,235

非支配株主に帰属する四半期純利益
又は非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

25 △137

親会社株主に帰属する四半期純利益 20,845 22,372
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

四半期純利益 20,871 22,235

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △903 △537

繰延ヘッジ損益 64 806

為替換算調整勘定 △214 △612

退職給付に係る調整額 △2,117 △978

持分法適用会社に対する持分相当額 △738 △378

その他の包括利益合計 △3,908 △1,700

四半期包括利益 16,962 20,534

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 16,960 20,663

非支配株主に係る四半期包括利益 2 △129
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３．四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 29,905 29,862

減価償却費 52,195 52,096

原子力発電施設解体費 724 769

原子力廃止関連仮勘定償却費 2,302 2,302

持分法による投資損益（△は益） △3,329 △868

固定資産除却損 2,764 1,994

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 460 △202

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △3,797 △3,188

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は
減少）

△4,186 △4,548

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額
（△は減少）

149 155

渇水準備引当金の増減額（△は減少） △934 199

原子力発電工事償却準備引当金の増減額
（△は減少）

566 820

受取利息及び受取配当金 △1,603 △1,076

支払利息 11,240 10,615

関係会社株式売却損益（△は益） △5,834 －

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は
増加）

947 6,351

売上債権の増減額（△は増加） △6,942 △20,214

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,191 135

仕入債務の増減額（△は減少） △10,854 5,419

その他 △10,868 △20,735

小計 55,096 59,887

利息及び配当金の受取額 2,951 2,477

利息の支払額 △11,848 △10,774

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,461 △10,938

営業活動によるキャッシュ・フロー 42,738 40,650

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △87,171 △86,657

投融資による支出 △42,525 △35,012

投融資の回収による収入 41,653 42,400

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却
による収入

1,049 －

その他 5,566 5,606

投資活動によるキャッシュ・フロー △81,426 △73,664
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 19,928 49,815

社債の償還による支出 △55,000 △35,000

長期借入れによる収入 91,500 52,100

長期借入金の返済による支出 △76,607 △54,849

短期借入れによる収入 107,768 116,091

短期借入金の返済による支出 △107,785 △116,985

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 22,000 10,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △22,000 －

自己株式の取得による支出 △18 △19

配当金の支払額 △9,062 △9,061

非支配株主への配当金の支払額 △17 △16

その他 △1,056 △945

財務活動によるキャッシュ・フロー △30,350 11,130

現金及び現金同等物に係る換算差額 △196 △194

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △69,235 △22,077

現金及び現金同等物の期首残高 191,594 93,475

現金及び現金同等物の四半期末残高 122,358 71,397
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4．四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（追加情報）

使用済燃料の再処理等の実施に要する費用計上方法の変更 

平成 28年 10 月 1日に「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立

て及び管理に関する法律の一部を改正する法律」（平成 28年法律第 40号，以下「改正法」

という。）及び「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成 28 年経済産業省令第

94号，以下「改正省令」という。）が施行され，電気事業会計規則が改正されました。 

改正法の施行日以降，原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に要する費用は，

運転に伴い発生する使用済燃料の量に応じた金額を拠出金として使用済燃料再処理機構 

（以下，「機構」という。）に納付することにより原子力事業者の費用負担の責任が果たさ

れ，機構が再処理等を実施することになります。 

また，使用済燃料の再処理等の実施に要する費用は，原子力発電所の運転に伴い発生す

る使用済燃料の量に応じて算定した現価相当額を引当計上しておりますが，拠出金として

納付した額を電気事業営業費用として計上することになります。 

これに伴い，平成 28年度第 3四半期において，改正省令附則第 3条の規定により使用済

燃料再処理等積立金39,705 百万円及び使用済燃料再処理等引当金49,937 百万円を取崩し，

その差額を固定負債その他等へ振り替えることになります。また，同附則第 6 条の規定に

より使用済燃料再処理等準備引当金 7,916 百万円を未払使用済燃料再処理等拠出金又は  

1 年以内に期限到来の固定負債に振り替えることになります。 
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